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地域住民生活と地域社会計画

第1章戦後にbける地域変動と「地域社会計画」

ζとにととわるまでもを〈戦後のわが国社会の構造は，とりわけ1D60年代の「高度経済成長」期以

降，大き〈変質した。その変質は「半共同体」社会として特徴づけられた「むら」社会の資本主義的解

体，すなわち資本主義的再編過程として基本的に把握される。この「経済成長jの過程にないて，わが

国社会が保有せる、生産力水準、はあきらかにそのキャパシティを量的にまた何よりも質的に高度化し

た。好むと好まざると K沙諸 Lわらず，従前わが国社会が保有した国民にとっての社会の構造は変質した。

そのととの中K資本主義的経済法則のより一層の貫徹にとも念う国民各層の従前とは異左った形での

、生活破壊、がたしかに貫徹した。しかし同時VC，そとには、資本の偉大在る文明化作用、が貫徹して

いるという事実，す念わち，そうした経済過程の進展の中で，現実的K国民生活のあり方，その生活の

構造そのものが従前とは大きく異1.::り，生活上の諸矛盾の立ちあらわれ方， したがってまたその克服の

手だてが異左ョてきているという事実，そうして何よりもそうした過程の進展の中で，国民一人ひとり

の諸力が個性的K従前とは異念ョたものとして高度化してきているという事実に私たちは同時に着目す

る必要がある O そのことはしばしば地域住民層の、主体形成、としても語られるものであるが，そこK

は幾つかの糸が交織している O ひとつは より高度化した資本主義経済の中での資本主義的階級矛盾の

より一層の深化，ひとつは科学・技術の発展K基礎づけられた生産・生活の様式の変化，その中での諸

個人の諸力能の伸長である。 r飢えは飢えでも生肉をむきぼり食う飢え」と lナイフとフォークを使う
段階の飢え」は，その質が異なり，また貧困克服の社会的手だてが異在っているのである。そιてその
矛盾の交織の中で，その矛盾を止揚する地平の創造の問題が1980年代の課題として問われているとい

わなければ念らない。

周知のようvcr経済成長」期を経て，資本主義的経済開発の弊がひろ〈認識され，政策的には「経済
開発→社会開発」へと進路変更がなされた。 1973年の Iオイノレショック」をはさんで， r高度経済成
長」は「低成長Jvc，そして1979年には第三世界から第 2のオイノレショァクをうけて，わが国経済の

「成長」は失速の度をふかめざるを得左い状況K立ちいたっている。 r高度経済開発」は人類生存の共
通の基盤である自然破壊，公害(人体そのもの L破壊)をもたらしたばかりではなく，人聞の精神構造

のあり方の破壊を，と bわけ次世代の教育のあり方の問題として，今日ひろく提起するに至っている。

かよう左現状の進展の中で、地方の時代、が問題とせられ，経済開発から社会開発への円政策移行、の

中で，たしかに，マイホーム主義→コミュニティ主義，そして地方主義の重視が，政策の表舞台の主役

と念りつ Lある。しかしここで私たち研究者が考慮しなければならぬことは，表層と深層の区分の問題

である。社会科学が，力念くとも政策K律せられるものではなしに，まさに政策の基底として自らを定
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立しなければ左らぬ役割を国民のためK負うている ζ とはあきらかである。かかる意味で，本研究にな

いては表層での問題把握ではなしに深層での問題の所在の把握，その立場から，表層のもつ意味の分析

に，その解決課題の焦点をすえている。すなわち，現下，経済開発から社会開発へ，その開発政策の重

点移行が前述のようにあきらかに看取されるわけだが，国民各層のしたがってまた地域住民各層の現実

の全生活の社会的再生産過程のレベノレK立ちかえって問題をとらえななすと，そとで何よりも重要な意

味をもつのは，その生業の場である地域産業の動向である。このζ とは，そζでの諸産業のあり方，よ

り具体的にいうならば産業組織それ自体の家族協業体から資本主義的協業体への移行の問題，また現時

とりわけわが国Uてないて顕著にみられる社会的協業体のあり方の変容の問題を含めて，国民・住民各層

がその生業の場である諸産業組織から得る生活の物質的再生産のための糧(賃金・所得)が人びとの全

生活の社会的再生産過程の基底K存するというととを意味する。かように考えると，経済開発から社会

開発への政策の重点移行は 表層的左いわばキャッチフレーズの移行とみ左ければならない。経済開発

政策は現下tてないても，その基底として実は貫徹せざるを得左いものであ!J，そζで問題と左るのは、

独占資本本位のそれであるか 地域住民本位のそれであるかの別であるのである。したがって，経済開

発から社会開発へといラ問題の立て方自体 実は大きな問題を含んでいるのである。両者は国民・地域

住民各層の立場K立って考えると本来まさKコインの表裏のように一体化せねばならぬものとして与え

られているといわなければならない。したがって問題はなそらくその先にある。すなわち，ここで私た

ちが指摘しなければまらぬのは，政策それ自体が、社会開発、を問題とせざるを得なくなったLとの理

由，またそれのもつイデオロギー的性格であるO 第lV'C，社会開発が問題とせられたとと自体，わが国

社会の発展そのものの中で，ひろく資本一賃労働関係が進展，深化し，、半共同体、的な社会が、む

ら、社会として保有していた生産・生活諸手段の社会的共同基盤が資本主義的に激し〈解体せしめられ，

宮本憲ーが『社会資本論』で問題とした如<，あらたなる生産力の発展水準に見合った社会的共同消費

手段の創出すらも資本の価値増殖の論理K律せられるという事態が生じているということ。しかしここ

で肝要な ζとは，消費手段そのものが私的個別的左ものでは念しに，共同消費手段として創出される要

が資本にとヲてもますます急務と念ョているということ。それなくしてはより一層の資本の価値増殖も

不可能K左ョているということ。第2VC，社会開発が問題とせられる裏には， I高度経済成長」期以降

の資本の急速なる価値増殖過程の展開そのものが公害問題に端を発した住民運動の展聞にあきらか念よ

うにかつては考えられなかった自然、と人間との共棲関係すらも破壊するという現象をまねいているとい

うζ と。つまりその意味で資本主義的生産様式の危機がより一層深化しているというとと (ζ こKは，

現段階で人類が開発した物的生産力そのものが，未だ十分K生産力として機能しうるかについての検証

を経ぬままもっぱら資本の価値増殖の論理K主導されて産業化されてきたという問題が基本に存在する)ζ

かよう念段階tてないて，国民各階層の要求に応えるためにも行政の側にないて「経済開発」のスローガ

ンK替えて「社会開発」のスローガンが必要とせられるというとと。そして事実，かような意味での社

会開発の最低限の確保は，資本のより一層の矯殖にとっても不可欠に必要とせられているのである。

ととろで， ζとで第 3VC確認し念ければ念らぬととは，今日，わが国経済の大きま行詰りの中で問題

とせられている「社会開発」ぞのものが，国民・住民の生活の側からの発想，地方からの発想を唱いな

がらも，それが地域産業そして地域経済のあり方から切り離されて問題とせられるとき，それはまった
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〈画餅K~帰すばかりでは念< ，実はそとに次のよう念私たちが看過しえぬ問題を提起するととK左ると

いう問題である。す念わち，地域社会計画が，地域経済そしてより具体的Kは地域産業のあり方と切り

離されて問題とされるとき，そとには往々にしてナショナノレレベルで展開せられている日本資本主義経

済の発展構造，そとで現K惹起せざるを得念い諸矛盾の展開をいわば常数tてないて，そうした与えられ

た経済構造の展開K相応したクアーとして社会計画自体が位置づけられるというとと。とのととは例え

ば農政K :j;~ける貧農切りすてと，切 D すて層の福祉行政になける救済という形，さらKは福祉にないて

も労働力として活用できる層の福祉行政からの切りすてという形でつとKあらわれていたが，現下，展

開している事態は，国，都道府県及び各地方自治体になける財政緊迫を理由とした大巾念福祉及び地域

住民サーピスの切り下げであり，さらK元来が社会的相互扶助性をもたざるを得左い福祉tてないても「

高福祉，高負担」の原則，つまり私的念自己負担の原則があきらかに貫徹しつ Lある。一方資本主義経

済の発展の中で国民各層の階級・階層分化は，経済生活の格差そのものとして日々進展してなり，そと

では資本主義的に再編せられたあらたまる段階での階級・階層秩序の構成が支配階級にとって客観的K

必要とせられているととも事実である。かような段階十てないて，地域産業のあり方，それを基底とする

住民生活の階級・階層分化と離れたものとして，いわばそれを与件として，それに対するケアーとして

社会計画が問題とせられるとすると，それは結局のととろあらたに構築されつつある階級・階層秩序を

合理化し，あらた念る段階K見合った資本の価値増殖の論理Kそうた、共同社会、の構築K資する機能

を果たすものとして機能せざるを得左いというととに念らざるを得念い。

たしかK現時，俄かに「地方の時代」が問題とせられている。そして，それは一見，住民運動にみら

れた地域住民層の諸要求を地方自治体として受けいれ，中央集権化の弊を諸権能の地方分散化によョて

正し，そζtてあらた念る段階での地方自治の確立を志向しているかtてみえる。しかし，考えてみる走ら

aば，現段階Kかける、地方、は，ととに指摘するまでも念<，ますます、開かれた社会、の中に有機的

Kセットされる度合をふかめている。、地方、はもはや閉された地域ではありえ左い。それは何よりも

経済レベルtてないて地域産業の存在形態をとbして， よりふか〈一国市場，否世界市場K包掛せられる

度合をふかめているo したがってまた現段階にたける地方自治とは，当然、のとと左がら、閉された社会、

の中K :j;~ける自治の確立では念し V亡、聞かれた社会、の中K:j;~ける地方自治の確立であり，さら十てそれ

は国政，す念わち国民社会としての国民自治の確立へと連鎖するものでなければならない。もしそうで

ないなら， r地方の時代」のスローガンの中K，戦前の昭和不況期K:j;~けるわが国の地方行政体をつう

じて全国的K展開せられた経済自力更生運動の現代版，すなわち，住民の生活の困窮を地域の中で耐え

ぬく精神作為運動の現代版，具体的には経済破たんのつけを国民生活K，す念わち地域住民の自己負担

に転化する政治的作為を見出すことは容易である。

かような段階K:j;~いて「経済開発→社会開発」への歩みそのものが，たんなるスローガンでは念しK

言葉の正しい意味でのそれであるためKは， .す念わち，生産力発展のあらた念る段階に相応した国民・

住民生活の維持・人間的拡充を自らの社会のあb方そのものとして定置することを志向するものである

念ら，基本的人権思想を基底Kないた社会開発思想、に裏うちされた経済開発・産業開発思想の定置が何

よりも必要と左らざるを得ないであろう。それは不可欠K国民社会レベルでの，すなわち一国の経済の

あb方の変更に大きくかかわらざるを得ないであろう。
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周知のように，一国の経済の発展が国家独占資本主義段階K到達した段階Kないては，国家の経済政

策の果たす役割を抜き K しては資本主義経済のあり方を論ずるととはでき念い。しかも現段階VL ;t，~ける

経済政策はそれ自体，地域政策，生活・福祉政策，教育政策等と不可分K結びついた形で推進せられて

いるとみ左ければ左らない。 I転換期」といわれる8咋代Uてないては.ltfJ必意味で統体としての国家

諸政策の国民生活K対して果たすウエイトはきわめて大きくなっているといわなければならない。 ζの

ことは別の言葉でいうと，経済的社会構成体の前進的移行期になける国家権力の国民の手による掌握の

問題，ひらた〈いえば国政の民主化の問題が今日の段階十てないてはするどく提起されているということ

でもある。

第2章戦後にbける地域変動と住民生活

第 1節 「社会的生産・労働一生活過程J論からの接近

現時問題とされているわが国の地域社会の資本主義的変動にかかわる諸問題は，前述の知き意味で

の一国の経済政策を軸とした国家諸政策のあり方を抜きKしては語るととはでき念い。しかし，政策

レベノレの諸問題と，産業のあり方，変質を土台とした現実の地域社会変動にかかわる諸問題を同ーの

地平の中で論ずる ζ とはできない。両者は，はヲきりと峻別しなければ左らない。むしろ，説者のレ

ベノレでの現実的変動を直視し，その中に諸政策のあり方の問題は位置づけられ，分析される必要があ

るo

周知のようK資本主義経済の発展は地域的に不均等になされる。したがって戦後の日本資本主義の

発展の諸階梯Kないて，一国レベルでの諸地域の有機的構成のあり方は異なってきている。当然、にま

た個々の地域社会のあり方は異なョてきている。つまり一国レベノレでの社会のあり方の資本主義的高

度化の過程は，統体として把握されるだけでは不十分なのであって，可視的に分析，実証されるレベ

ノレVL;t，~ろして， しかもそれを土台としての理論化を志向するならば，当然の ζとながら，不均等発展

する有機体のいわば構成部分である地域社会のレベノレKまでなりて問題は把握されなければならない。

そこKはたしかに異なョた現象形態をとる諸矛盾が所謂地域問題として立ちあらわれている。しかし，

とのさい同時に私たちが注目しなければならねのは，たとえば過疎地域，また過密地域Kないて現実

的K立ちあらわれている諸矛盾のもつ共通の根ヲ子の問題である。つまり，その国民としての社会的

生活諸条件変質の共通のノレーツの問題である。このレベルにないて立ちあらわれてぐるのは，あきら

かK所謂「高度経済成長」期以降，わが国社会の構造を大巾K激変せしめた資本一賃労働関係の急

速なる進展の問題である。そして，そこで現にもたらされている社会の変質は，少なくとも統体とし

て一国レベノレでわが国社会の編成そのものを構造的K変質・高度化せしめ，ぞの統体が国民社会にむ

ける生産力の発展として把握されるととはここに指摘するまでもあるまい。

とこでの私たちの立場は，生産力の発展をたんなる工鉱業生産の伸び，また資本の利潤率で計るの

では念しにそれを支える人びとの具体的念生産・労働一生活過程のレベルにまでなろして捕捉す

るという立場K立っている。換言するならば，わが国労働者，勤労諸階層の生産的労働の客観的諸結
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果(そζには当然のことながら科学・技術の発展を支えた国民諸層の諸力能の伸長がその裏づけとし

てある).それを支えた経営組織の資本の価値増殖の度合，進展(そこでは当然のととながら、資本

の心、にそうた諸個人一経営者ーの営為があり，その中Kは言葉の正しい意味での産業組織の合

理化への志向性と，また雇用者を資本の具として駆使するというー当然K労働強化を伴う階級的諸

矛盾の質的進化， 一大きくわけて ζの二つの志向性が交織している)の結果としてのみ捉えるので

はなしに，現実的に社会的生産・結節・サービスの諸機能を現実の生業の場(彼Kとっての職場)で

自らの個性をその労働としてーたんなる労働力では左しK人間としての労働として一日々具現化し

ている国民各層の全生活の社会的再生産過程を土台tてないた射程の中で捉えるという立場に立ってい

る。

ととで全生活の社会的再生産過程を土台Kなくといった場合，それは諸個人を「社会関係の総体」

として把握するというレベノレをこえた立場を意味している。諸個人の生活が社会諸関係のネットの中

で営まれている ζとはまぎれもない事実であるが，物質的・精神的全生活の社会的再生産過程は，社

会諸関係K還元されつ〈されるものではない。ましてや社会関係の性質が異なるととに相応して自ら

を分断するものでも念い。両者ははっきりと峻別し念ければなるまい。また，社会を社会諸関係レベ

ルKまでなろすきいKも，それが集団化されたそれであるか，組織化ぎれたそれであるかの別は当然、

に考慮し左ければ左ら左い。す左わち，社会関係が実在的に定立化され恒常性をもちえた集団，組織

としての社会諸関係であるか然らざる所謂インフォーマノレ念それであるかは当然分けねば左らず，き

らKまた集団と組織は当然に異なるし，組織にしてもそれ自体，機構化された一端を担うもの，つま

り機構ー ζれを私たちは，経済的機構と社会的機構K分けているが として，全国に連鎖するも

のと然、らざるものは当然、区分けし念ければなるまい。かように諸個人を「社会関係の総体」として捉

えるというシェーマは私たちの立場からすると さらに詰めなければならぬ多〈の点を有している。

さて，かよう念意味で私たちが人びとの全生活の社会的再生産過程を介析の土台になくといった場

合，それは何よりも第1V'C生業としての社会的労働の場である職場の，す左わち協業体の資本主義的

編成替えの過程の中での生産・労働過程分析をその中心に据えるーそとでは労働過程そのものの技

術革新，すなわち生産用具の革新及びそれK伴う協働形態(直接的在意味での)の変化を伴うし，そ

れは同時K人びとの「労働強化」と念って客観的に立ちあらわれている。第2の柱は，家族(世帯)

を中心とした生活過程分析である。 ーそとでは生活諸手段の高度化過程，交通諸手段の高度化過程

があり，そのととを含めて，家族諸成員の賃金を土台として階級的生活事実の格差は増大しつつある。

第 3の柱は労働組合組織，第4の柱として教育組織，また第 5の柱として地方自治体組織をーほか

に各種の生活拡充組織を一措定している。

第 2節 Regionと地方自治体

きて， ζれら諸集団，組織と地域社会との関連について，次にふれ念ければ左らない。

戦後わが国地域社会の構造的変動は，とりわけ「高度経済成長」期以降，資本主義的K大きく再編

せしめられた。それはあきらかに「資本の心JVL似せての地域生産諸機関，結節諸機関，サービス諸

機関の資本主義的解体・再編の過程であった。それはまたそれ自体好むと好まざると Vてかかわらずの
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独占資本Kよる地域系列化の進展でもあった。かかる事態の進展は， 1920年以降のアメリカ VL$>け

る資本主義的在地域社会再編過程として史的KはすでK手本があったものであった。その時点で，、共

同体、社会の概念を離れて地域社会の資本主難句解体社台として、現実の地域社会の変動に照応して

提起されたのが -Region，す左わちNoda1 Regi onの概念であった。 田舎町はその機能を失

い，より上級の地方都市Kその結節，サービス機能を吸収されていった。他方，大都市は資本主義的

工業都市として再編された。もとよ t，現段階Uてないてわが国で現に展開しているNodalRegion 

は，あきらかに地方自治体の枠を大きくこえている O 特定都市を中心として構成せられたNoda1 

Regi onは特定都市K立地する結節(商品)またサービス諸機関利用をとなしたそれであり，その意

味でそこtてなける社会的統一性は鈴木栄太郎の言葉を借りるならば「前社会的統一」とでもいうべき

性格をもっているO ととろでこと Vては地域社会の資本主義的再編の論理の一端がたしかに立ちあらわ

れている。かつて鈴木栄太郎は，都市社会を定義するKあたって「結節機関」の集積の場としての社

会としてそれを定義した。炭鉱住宅としての集落，また労働者住宅街としての集落そのものは都市の

本質とは規定し難いという主張がそζにはあった。たしかKすでに国独資段階K到達した現代にない

ては産業都市とはあきらかK性格の異念る管理集中都市としての性格をもっ都市が立ちあらわれてい

る。そして産業都市が産業資本主義段階の典型としての性格をもっとするなら，管理集中都市はそれ

自体，国家独占資本主義段階の都市の典型として位置づけられる。

ととろで，私たちは鈴木栄太郎のように都市の労働者住宅街を都市の本質的要素とし念いとい

う考えKは組みせず，そとVL$>ける資本一賃労働関係が支配するコミュニティの中Kとそ逆に

現代VL$>ける都市地域社会の本質の一端をみなければ走らぬと考えている。そして現実の都市社

会は，産業都市の性格と管理集中都市としての性格が混在しているとみなければ念ら念い。しか

し現段階になける産業都市と管理集中都市とはあきらかにその性格が異念るものとして把握され

左ければなら念い。それは丁度独占企業の本社，支社とその生産現場の所在地が異念るのと同様

である。念辛子，管理集中都市といってもそれは各級のものに分かれ，最上級凍京)のそれは，

全国の管理集中都市そのものを支配している。

ζζで管理集中都市というのは，先K述べたNodalR舟j5ionの中核都市がそれにあたるが，管理

集中都市の概念の中KはすでK国独資段階に到達したわが国社会の場合，首都東京をヰ核として上下支

配の系列がまさK管理集中都市機能の連鎖をとかして全国的K構成されているというとと，その意味

tてないて，全国統ーの役割を担う都市としての性格が合意されていると考えてよい。そして行政レベ

ノレVL$>ける上下支配のネットも地方になける県庁所在都市tてみられるようVL，とうした地方Kなける

管理集中都市の上K累積せられている。

ζ うした形での地域社会それ自体の資本主義的再編過程は少念〈とも一国レベノレでの総体としての

生産力の高まりK相応したものを基底Kもっとみ念ければ左ら左いが，それ故，当然K社会主義的生

産様式K拾いても継承・発展さるべきものが基底に存するとみ念ければ念ら念いが， ーそのことの

可視的左立ちあらわれ方は，たとえば「社会資本」の立ちあらわれ方をみてもそれは個々の地方自治

体の枠をこえた物質的共同性をもたざるを得念いものとし現われているとと。行政サイドでは広域圏

の問題として立ちあらわれているというとと。また賃労働者階級の地域的な結集も現実の問題として
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個々の自治体の枠をこえた地方拠点都市にないてその地域的統一性が図られているとと等々 K示さ

れている。

しかし現実はここに指摘するまでも宏〈とうしたNodalRegionの形成自体，地域VC ;j;，~ける生産諸

機関，結節機関の資本主義化，す左わち資本主義的協業体への大巾な変質を件なっているO そして ζ

うした意味での地域社会の資本主義化を推進する諸機関を私たちがとりわけ経済的諸機関の中K見出

しているととは別稿でのべた。ととろで，とうした形での地域社会それ自体の資本主義的再編K対応

して，地域住民が主体的に自らの組織的な地域社会として，すなわち自治組織として定立したのがほ

か念らぬ地方自治体組織である。この地方自治体組織は，前述の産業都市，管理集中都市の別を問わ

ずに，また管理集中都市の傘下に存する農村社会十ても等しく組織せられていることはとこに指摘する

までも左い。その意味にたいて，現段階Kなける地域社会の諸問題を考えるさい地方自治体組織，そ

のあり方を分析するととはきわめて重要念位置をしめざるを得ない。さらに地域の労働組合組織，階

級諸組織のあ b方の分祈も地域社会を分析するさい重要左柱を構成する O 何故なら，上述の如き意

味での地方自治体を中心としてそのいわば下からの連鎖Kよって「国政の民主化」を展望するとして

も，基本は住民各層の生業の場でるる「職場」のあり方，そとを如何K民主化するかという問題，民

主的K地域産業それ自体を如何K再建するかという問題と不可欠に連鎖せざるを得ないからである O

さらK地域住民各層の主体的諸力をはぐくむ教育諸機関のあり方，そ ζでの諸問題の分析もきわめて

大きな役割を果さざるを得左い。何故なら生涯教育=学習の要が叫ばれている現在，地域社会教育の

あり方は，ひとつの自治組織として自らの地域社会を如何左るものとして組織化するか，というとと

とふかくか Lわらざるを得ないし，そして何よりも子弟の教育のあり方は地域社会したがョてまた国

民社会のあらたなる再建が一世代ではなしえぬものである以上，そして統体として国民社会が獲得し

た生産力を後世代に伝える機能をもっ以上，かかる意味で，世代から世代Kわたる人類のまさK累重

的な創造的な営為の中で展開せられている以上，そうして現実の問題として親がわが子K自らがなし

えなかったととを期待し，自ら以上の諸力とその生活の安定を望んでいるととを考えあわせるならば，

各階梯の公教育機関の果たす役割の分析は，まさに地域社会・国民社会の問題を考えるさいの重要な

環をなしているということは白づとあきらかに左ろう。

ところで，と ζで私たちが述べてきた地方自治体，労働組合，教育諸機関，そしてまた医療機関，

各種の住民組織は，私たちがかねてより社会的諸機関と名づけてきたものであるが， ζれら諸機関は

前述の経済的諸機関が好むと好まざるとにかかわらず資本の価値増殖の論理K律せられなければ自ら

も生存しえぬものとして存しているとするならば，少なくともこれに対決せざるを得ない住民・国民

各層の生活の論理K根ざさざるを得ないものとしての諸特質を基本的に有している O 事実，社会的諸

機関はその大宗K沿いて資本主義的協業体ではない。それは社会的協業体として定置せられている。

社会的協業体 VC ;j;，~いては労資関係は「労使関係」として立ちあらわれている。

かようK地域住民各層， したがってまた当然に国民各層の現実の全生活の社会的再生産過程の立場

から，そして地域社会としての地方自治の立場から問題をたてななしてみると，とれまで私たちが述

べてきた、管理集中都市、というタームは，むしろ拠点都市と呼ぶのがふさわしいことが自づとあき

らかKなろう。
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第 3節 地域住民生活における「生産力と生産諸関係の矛盾」の可視的把握の問題

きて， r生産力」概念を，かようなレベノレKまでなろして，地域社会との関連tてないて捉えるとい
うとき，当然K問題となるのは， r生産力と生産諸関係の矛盾」というシェーマを如何に可視的K，
実証可能念レベノレで捉えるかという問題であろう。私たちは男l蹄 K;lo>いて 生産力という概念を可視

的K捉えた場合，それは少な'くとも協働様式としての社会編成の型の中に具現化されている ζ とを示

唆したが，生産力はそれ自体裸の形で，自らを立ちあらわすものではけっして左いυ それはつねに歴史

的にその規定をうけて一つまり人類社会の発展の源である人びとのまさK累重的左諸営為の中で，

したがってまた史的に規定された特定の生産諸関係のあり方をつねに外皮としてもちながら，その中

で自らを生長させる。その意味で，人びとの全生活の社会的再生産過程は，統体としての国民社会の

生産力水準の高まPを土台としてー当然に諸個人の諸力能の高まりを土台としてーぞれ自体「生

産力と生産諸関係の矛盾」を自らの生活そのものとして有し念がら現に存するものとみなければ左ら

左い。したがってまた社会編成の型自体つねVてかかる意味での階級的矛盾の型として存するといわ左

ければ左らない。そしてそれが好むと好まざるとにかかわらず現時，変容・変革されざるを得ないも

のとして運動しているととは，まぎれも左い事実である。ととろで，本稿の主題にひきよせていう~

らば， r生産力と生産諸関係」の矛盾というシェーマはなそら<，第 1K現段階tてないては，直接的
労働の場である資本主義的協業体とそこでの直接的左一つまり言葉のせまい意味での協働形態の中

にみられるといわ念ければなら念い。こζK資本と賃労働の矛盾の直接的念あらわれがある。また，

労働力の高度化を軸とした交換関係の進展は，家族集団そのものにまで，とりわけ子弟の教育に端的

Kみられるように，さまざま念階級的ひずみを与えるに至っている。しかし第2K，協働形態そのも

のの中K社会発展の本質をみようとする私たちは，直接的生産者層を軸とした労働生産物の広汎な交

換過程の進展の中で，働〈者同志の協働形態は好むと好まざるとKかかわらず，まさK物質的生産物

の交換レベノレで，人類社会の基底を大き〈変革するものとして進展しているという事実K注目する。

ととK個々の資本主義的協業体の枠をとえた働〈者同志の社会的連帯意識，すなわち，精神的なレベ

ルでの連帯意識の問題が提起されるわけだが，かような意味で，社会的協働の問題は実は、主体形成v

の問題とふかくかかわっているというより逆に，それと密接不可分のものとして存しているといわ念

ければならない。ととろでとこで第3K指摘しなければ左らぬととは，私たちの立場は，このさい，

一足とびK、主体形成、に問題を結びつけるのでは念しK，社会編成=社会構造の変動の中に、主体

形成、の土台そのものが実はまさに累重的構造的K，統体としての生産力の発展そのものとして構成

せられているとみていると ζろKある。前述からの，私たちの経済的諸機関と社会的諸機関の区分け

の問題，そしてとりわけ社会的諸機関を重視する理由はと ζにある。たしかに人類社会が資本主義的

生産様式Kもとづく社会を創設したさい，それは人びとの生活過程の掌握ではなしKまさに社会的生

産の様式の資本主義的把握をとなして念された.ことは事実である。しかし同時にその決定的に重要な

時期Kないては，フツレジョア民主主義革命にあきらか左ように国家権力のあり方の変革が左されたこ

とも事実である。ぞれは!日体制の胎内にまさに構造的K培われていた社会という土壌の変質を土台と

した社会変革であった。と ζに社会の構造の具体的変質を如何K把握するか，という問題の射程が提
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起されるととK左る。

第 4節 、生活の論理、把握における諸問題

さて，先Uて私たちは，社会的協業体はそれ自体資本の価値増殖の論理では;1:しK少左くとも生活の

論理K立脚した協業体として措定しうると規定したが，と ζで次に問題と念るのは、生活の論理、の

諸個ふ及び社会としての内実化，顕在化の問題である O ζこには少な〈とも人間としての諸個人の生

活史，そして「家Jまた家族の世代間十てわたる生活史，そして何よりも彼らが現実を生き抜いた社会

史の領域が大きな意味をもって立ちあらわれざるを得左い。別の言葉でいう;1:らば，日本資本主義の

発展の諸階梯に相応した資本の価値増殖の論理のより一層の進展に対応したそしてそれには階級的K

対決せざるを得左い生活史，社会史の累重的重みをもヲた、生活の論理、の顕在化過程の問題がこう

して提起されるというととKなろう。しかし問題の所在はさらに深められなければ左ら左い。かつて

私たちは，現段階になける「階級的対抗」を価値レベノレの対抗関係として，資本の価値矯殖の論理と

生活の論理の対決としてしめし，賃労働者，勤労諸階層の現実の全生活の社会的再生産過程を濃過し

た生活の論理のもつ重要性を強調した。そして それが究極的に それ自体生きた社会的人間不在の，

したがってまた累重的人類社会の生きたノレーツを不在化せしめた資本の価値増績の論理(私的所有に

立脚，それの物的転化としての資本の価値増殖の論理)を止揚するものでるること，つまり賃労働者，

勤労諸階層の総体としての生産諸力の発展を含意した生きた人間の、生活の論用、とそが社会変革の

基底を左す階級的なといわれる実体の基底として存するととの再認識の要を述べた。けれども問題の

所在は弁証法的によりつめて展開する必要がるろう O

それは第 1VC，一口で、生活の論理、と名づけた実体自体が，総体としての生産力の発展の中で，

生活の論理自体が内在せる価値志向を大き〈かえているという ζ と(かかる点は「資本の偉大;1:る文

明化作用」の重視としてすでに述べたところである) 0 とうした点Iとまで分析はふか〈及ばなければ

左ら左い。そしてそれは少;1:<とも、孤立した自我、の論理では左しに，社会的に展開せしめられた

ものであるという点を認識しなければなら左い。第2v亡、生活の論理、といヮた場合，現段階にむい

てはまさVてそのレベノレにまでなりた次元で実は階級的対抗関係が展開ぜられているということ(マイ

ホーム主義→コミュニティ圭義，地方の時代主義をみよ) 0 すなわち資本主義生産様式の発展その

ものは，まず社会的生産過程の資本Kよる掌握をとなしてすすみ，それは言葉の狭義の意味での生活

過程をとらえ，そして人びとの現実的行動の動機づけレベルの掌握にすら及んでいるO かかる点への

洞察はすでVCK・7 ノレクスが『資本論』の中で，資本主義的生産様式の存立要件として，次のように
指摘していた点でもあった。「一方の極K労働条件が資本として現われ 他方の極K自分の労働力の

ほかK売るものがないという人聞が現われるととだけではまだ十分ではない。とのような人聞が自発

的K自分を売らざるを得ないようtてすることだけでもまだ十分ではない。資本主義的生産がすすむに

つれて，教育や伝統や慣習によョて，この生産様式の諸要求を自明な自然法則として認める労働者階

級が発展してくるJ (傍点 筆者，大月書J古版「資本論j II P 963 )。 かような社会的性格をもっ労

働者階級が資本主義的生産様式が高度化する中で立ちあらわれてくるととは，アメリカになける実証

研究をとなして(r群集の競』く49年>， r孤独な群集』く 50年>)，現代人の社会的性格K関
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して，伝統志向型，内部志向型，他人志向型の三類型を設定したD・リースマンが，現代アメリカK

bいて自分の心の中K行動の指針としての鏡をもた念い高度資本主義社会の中での，す;1わち商品消

費志向の中での流行Uてな〈れまいとするととKしか自己の存在理由を見いださない他人志向型が支配

的となっていると.と，そζに現代アメリカの病根のふかさを指摘した事実の中 κも示されている。

かよう念現実の進展はまたE・フロムによって不具化した人格として把握されたものでもあョた。

「かつてイブセンの劇中人物がいョたように，彼が~しうる ζ とだけを彼は欲するから，彼がしたい

と思うことは何でもできるのである。・・…服従に満足しているよう左社会的性格は不具化した性格で

あるO しかし不具化していようといまいとそのよう念性格は，それ固有の機能ゆえに服従的人聞を獲

得するという社会の目的に役立っているのである。 JI社会的性格は一社会の利用しうる影響のいっ

きいの手段(社会の教育組織・宗教・文学・歌・冗談・慣習と <VC両親の育児法)Kよョて補強され

るo J (傍点筆者， E ・フロム「マノレクス理論に対するヒューマニステイァクな精神分析の適用 J， 

E ・プロム編『社会主義ヒューマニズムJ紀伊国屋書庖邦訳上 P272， 271)。

きて，かようにみて〈ると，たしかK現段階になける問題は，たんに「資本の価値増殖の論理」と

それK対決せざるを得ない「生活の論理」の中に基底的な意味での「階級的対抗関係」の基礎を見出

すという主張はさらにふかめられる必要があることは白づとあきらかにZとろう O

ζのさい，私たちが第 1vc指摘しなければ左らぬととは，たとえば前述のE・フロムの論述十てるき

らか左ように資本主義社会のより一層の発展の中で形成されつつある社会的性格を，それ自体孤立し

たものとして捉える立論である。 E ・フロムの立論は不具化した人格であるとはいえ，人びとは，人

間である限りその人格の最奥のレベル VC ;j;，~いて，階級的矛盾そのものに対して抵抗・爆発せざるを得

左いという論理の上VC，そこにまさK社会変革の原点を求めて，社会主義生産様式にもとづ〈社会の

確立が自然史的に不可欠;1所以を展望している。しかしながら私たちが「社会的生産・労働一生活

過程論」をあえて提出した所以は，かよう左意味での孤立した個人の最奥のPersonalityの反抗

をまつまでも左<，実は人びとは，日々の生活Kないて，すなわち現実の全生活の社会的再生産過程

を土台として，社会的に経済・社会構造それ自体として，別の言葉でいうならば社会諸関係そのもの

のレベノレ VC;j;，~いて，その変革をとなして，かかる社会的土壌を社会そのものとして構築しつつあると

いうととである O

第 2VC指摘しなければ左らぬととは，そとにはたしかに①社会的性格といわれる Social Perso一
nalityレベノレの問題，②現実の物質的・精神的生産・労働一生活過程の問題，⑤社会諸関係→諸

集団，組織→機構の問題と区分けして分析し左ければならぬ領域が立ちあらわれているが，人びとの

現実の生産・労働一生活過程とそれ自体とがふた〈結びついている「生活の論理」の問題をとくた

めには，かつてK・マルクスが指摘した賃労働者階級の「即自的階級から対自的階級へ」の軸を入れ

る必要があるというととである。すなわち，そこには客観的物質的Kはもはや賃労働者階級になョて

いるVてもかかわらず，それを十全に理解せず，したがってまたそのかつてとは質的K異念ョた形で現

出している階級的矛盾を解消する方策自体を十分K把握ぜず即時的tてそれに対応する人びとと，そう

した形で現に展開している客観的物質的全生活の社会的再生産過程を対白的に捉えかえす主体の創造

をとも ~\n， それを社会のあり方自体として変革せざるを得ない人びとの別が語られている。
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K・マノレクスの指摘したかかる点は，現代の社会心理学にないても問題とせられている ζとは，た

とえばFrameof Refer enceの概念ひとつとョてもあきらかであろう O 客観的に誰もがみても同

ーの状況にもかかわらず行為する主体・がその行為の志向としてθ客体を如何に捉えるかは実に大きく

異在るのである。ある者がそれを克服しなければ念らぬ対象として捉えるのに対して，ある者はそれ

を克服しがたい壁と捉えて 別の対象K行為をむけるということは日常的にみられることである O

一口vcr生活の論理」といっても即自的階級と規定される層のそれと対自的階級と規定される層の
それとは，あきらかに異なるものとみ左ければ左ら念い。前者のそれはそれ自体「資本の価値増殖の

論理」にむしばまれたそれとしての性格をもたざるを得ないものとして立ちるらわれるであろう。と

とで言葉の広い意味での「教育一学習」のもつ重要性が提起されるが， ζのさい私たちは前者から

後者への移行の土台に統体としての国民社会の生産力の高ま !?VC照応した[社会的価値」の累重的蓄

積・発展をないている O

第3章住民生活と地域社会変動分析における

若干の基礎視角

与しb私たちは現下のわが固になける地域社会変動の問題を考えるさい 第ーに地域住民の全生活の

社会的再生産過程のレ心レにまでなりて，第二に総体としての戦後日本資本主義経済の発展過程の中に

位置づけて問題をふかめなければ左らぬ理由，またその方法論的基礎づけの一端をみてきたが，以下，

さらに若干の分析になける基礎視角Kついてふれよう。

第 1節 園独資段階における地域社会と独占投資及び行政投資

現段階になけるわが国地域の不均等発展，そこでの地域的な格差の問題は，これまでしばしば各種

の指標をもとにして論じられている。戦後の地域開発が工業開発を主軸として展開せられた故VC，

たとえば①工業生産力(出荷額)の地域的不均等発展，さらK付加価値額での不均等，②農林水

産業tてなけるそれ，③商業販売額にむけるそれ等の指標での区分けがまず可能となろうが， しかしな

がら同時に戦後日本資本主義発展のまさに累重的左諸結果としての地域の不均等発展の問題を地域

住民生活を中心として問題をたてかえると むしろ地域の就業人口の産業・職業別人口構成の地域別

特性，その不均等発展がまず土台とされて，さらに，そζでの所得水準，賃金水準，世帯の家計水準

を基本として，さらに何よりも地域社会の基本と念る産業諸組織の家族協業体→資本主義的協業体，

そして社会的協業体への変質の土台が産業組織別K分析せられた指標が必要であると考えている。そ

してさらに私たちのいう経開句諸機関とは区別された社会的諸機関の存在形態の分析レベノレが加えら

れる必要がある。その上で家族の存在形態の変質を土台とした生活諸関連の諸指標を用いて，戦後の

わが国地域の不均等発展の諸相があきらかにさるべきであろう O その意味で，工業生産力の地域的不

均等発展だけを指標として地域社会区分をなすととは当を得ていないといえる。何故なら，工業生産

力の発展を指標とした地帯区分は好むと好まぎるとにかかわらず独占資本主導による地域支配の区分

けとして位置づけられるからである。たとえば臨海型といわれる装置産業Kむけるそれは工業生産出
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荷額は如何に高くとも就業人員でみた場合，その増加を内陸型といわれる機械産業の如く伴走わず，

さらに独占資本主導Kもとづく機械産業とは男IJvてわが国社会はその広汎在すそのとして地場産業(資

源立地型産業)を有している。かよう K地域社会の不均等発展の問題を「階級的対抗関係」の中に位

置づけるとすると，当然の ζとながら分析レベノレはもっとふかめられなければならない。

きて，かかる意味で私たちは戦後日本資本主義の発展過程P:;t，ける地域の不均等発展を地域社会の

問題として捉えかえす場合，工業出荷額のみでの地域特性を別出するととはかえEらずしも当を得てい

ないと考えるが，かくいう場合，さらに次の諸点に留意した分析枠が当然のととながら必要とせられ

る。

第一は， ζζKζ とわるまでもなく国家独占資本主義段階K となに到達しているわが国の場合，何

よりも独占投資，そしてそれの水先案内人としての役割と共Kそのケアーとしての詐割をもっ行政「

投資」の地域的なあり方の分析が地域産業・社会の問題を考えるさいのひとつの軸として設定せられ，

それとの関連で問題は論じられる必要があるということ。すなわち，独占資本の資本投下の地域的偏

在性の問題，またそれを誘導し，さら十てそれに対応してもたらされた諸事態に対処する一つまり地

域の資本主義的諸矛盾激化K対応したクアーとしての意味をもっ各種の行政投資の地域的偏在性の問

題は，総体としてのわが国社会の発展を地域社会発展のレベノレになろして問題とするさい基本的に重

要な意味をもョているといわなければ念らない。戦後日本資本主義の発展K相応したとうした独占投

資及び行政投資のあり方は，地域社会構造のあり方，その変動になけるいわばストックとしての意味

をもっているO かかる面での構造の変革は，たとえば都道府県レベルでみたさいの単年度の鉱工業出

荷額(各種部門別の工業出荷額等).そして商業販売額，農林水産額，さらにその伸び等々とはあき

らかに分けて考えねばならなず，また地域住民各層の生活の糧である所得，賃金，家計，その他の生

活諸事項とは当然十てわけて考えねば左らめ基底を現実には構成しているといわ左ければ念らない。そ

してそのきい， ζ うした独占投資また行政投資は，それ自体ストアクとしての意味をもつのだから，

単年度のそれはさほど意味をもたず，少念くとも累計として，このととのもつ意味が認識されねばな

らぬととは当然、の理といえよう。さらに 独占投資と行政投資のあb方を同一視して論ずる愚を私た

ちがなかしては左らぬζ とも事実である。すなわち独占投資と比して行政投資のあり方の中Kは第2

章で述べた如<.たん1.:る独占の地域定置の水先案内人，またその結果もたらされた諸矛盾のケアー

のレベルをとえた地域住民各層のもつ生産・労働一生活過程にもとづく地方自治の根が存し，なな

かっそれが「国政の民主化」への行為目標と連鎖しているとみなければならぬからである O とζろで，

今日の地域代関する社会科学(当然に地域社会学)の場合，国独資体制下になける独占資本と国家権

力との癒着が論じられながらもここで私たちが述べている独占投資と行政投資の地域社会にとョても

つ意味，また地域住民の全生活の社会的再生産過程Kとってもつ意味は，その実態解析すらも十全k

1.:されていないのが現状であるといえる。したがョて当然に.今後の地域分析はかかるレベノレをも包

撮したものである必要があろう。

※ とζでは，地域に問題をしぼョているので行政投資もかかる点に限定しているが， ζの問題は

当然K独占資本K対する政府の各種優遇措置を含めての政府の財政投融資政策としてより本質的

に分析される必要があることはいうまでも念い。
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第二K述べなければならぬ乙とは次の諸点である。すなわち、以上みてきた諸点は.いわば国独資体

制下Kおいてそれ自体不均等発展をとげる個々の地域社会の構造の変容・変質の把握Kかhわる側面で

あるが、乙のさい.個々の地域社会の構造は.それ自体国民社会内で有機的にセットされて、いわば国

民社会が有する総体としての生産力の発展の中での不均等発展ーすなわち、乙』でも生産諸関係と生

産力の矛盾のシェーマが貫徹するわけであるがーを強いられているわけであるが、有機的K国民社会

の構造を維持するものとして、経済的諸機関及び社会的諸機関が存するということ.それら諸機関のも

つ重要性Kついてはすでに、前稿及び本稿第 2章でふれたところである。個々の地域の産業・社会の構

造変動それ自体は、まさに国民社会レベ、ルでの構造の変容として、それととけがたく結ひーついて展開し

ているといわなければならない。かような意味で、経済的機関としての産業諸組織とその機構化、また

行政組織.労働組合組織、教育機関K端的Kみられる社会的諸機関の果たす役割とその機構化の重要性

KついてもすでKふれたところであるが、乙のさい私たちの立場からさらKふれなければならぬのは.

機構としてのマス・コミュニケーション機関及び各種住民運動の機構化のもつ意味の重要性であろう。

さて、以上が、変動する地域社会のいわば構造的側面であるとするならば、商品としての諸物資の動

き.労働市場掴の動き.旅客としての人びとの動き、心の動き(電信 a 電話等)の地域圏変動 6l • いわ

ば地域K立地する諸機関の機能的側面の地域変動として現K生じている。乙の地域圏変動の基盤にある

のは.あきらかK特定地域K立脚した諸機関の資本主義的生成・発展であるといわ左ければ念らな

ν、。

第 2節 地域における階級・階層構成と住民層の生産・労働一生活過程

さて、人びとの現実の全生活の社会的再生産過程での階級的対抗を含意した地域社会変動を基底的K

捉えるものとして.地域階級構成変動をあきらかKする一連の労作がある。すなわち.戦後の日本資本

主義の発展諸階梯にそうたわが国社会の階級構成の変動把握K関しては、階級構成表をとおしてそれを

あきらかKする作業が、かねてより大原社研、また大橋隆憲らの労作をとりだすまでもなく存し、岩井

治の労Kなる『現代日本の地域階級構成一地域階級構成表集成一J(関西大全政信・経済研究所)は克明
K地域階級構成の変動をあきらかKじた。南克己、島崎稔、古城利明らの地帯別階級構成変動K着目し

た貴重な成果も立ちあらわれてきている。乙れら現時の地域階級構成K関する詳細な検討は別稿で行な

うが、乙』で問題としたいのは次の点である。

たしかK日本資本主義の発展諸階梯Kともなって地域の階級構成は大きく変質してきている。しかし、

1 9 5 0年代Kおいて労働者階級と区分けされた層と、 19 7 0年代、さらVL1980年代Vておいて労

働者階級と区分けされた層の存在形態そのもの.それが実は大きく変質してきているのではないか。さ

らK同一年代Kおいても.資本主義経済そのものが地域的K不均等発展する故V亡、当然、といえば当然の

乙とであるが.たとえば鹿児島県における賃労働者階級と京浜工業地帯Kおける賃労働者階級とはその

存在形態K差異は存しないのか.という問題がある。

地域住民層の生産・労働一生活過程レベルKまでおりて問題をふかめようとする私たちの立場からす

ると、地主史階級構成表が示す内実をより豊かKつめる作業ol今日あきらかKとり残されているといわ
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ざるを得ない。事実、今日の段階Kおける賃労働者階級の存在形態、その変動をトータルK生活レベル

Kまでおりて統計的KあきらかKしうるためK用いらるべき資料は決して十全であるとはいえないが、

かなり存任している。全国を一本にしたものはかなり存任するし、府県レバルは、それK次いで存在す

る。市町村レベルKおりると、少なくとも政令指定都市Vておいてはかなり存するが.町村レベルでは、

きわめて少ないというのが現状である。町村レベ、JレVておいて.それがかなり少ないという乙とKは実は

幾つかの理由がある。第ーは、国指定の各種統計は‘個票集計の事務のある程度までは地元市町村負担

となョているが、その諸結果は、県、また国への報告義務がおわされており、地元Kはそれらが残らぬ

という仕組みKなっている。したがって、市町村レベルで各種統計を総合的K分析して、市町村レベル

での地域経済・社会計画を立案するという乙とは、各自治体のあり方、その創意Vとか』っている。また

市町村自治体Kおいてもその資本主義的な地域社会の解体、その再編がゆるやかなと乙ろでは、自治体

が自らの地域社会の現実をいわば名人芸的K掌握しているから、明文化されたものとしてり総合的な実

態把握Kもとづく「社会計画」が立案すらもされていない自治体の存する乙とも事実である。か』る事

態は少なくとも戦後Kおけるわが国社会の資本主義的不均等発展の、まさK日本的特質を構成するもの

として把握しなければならぬものであろうが、かような点をふまえても.現段階VとおいてあきらかKせ

られている諸資料は巨視的Kみた場合のわが園地域社会の基礎的不均等発展の構造を階級構成表のレベ

ルを乙えて解明する乙とをさまたげるものではない。

かような点を含意して私たちが用いる分析枠を図示すると次頁の如くなる。もとより乙の図は暫定的

性格をもつもので、前述からの私たちの分析論理のすべて O'ーーとりわけ第，2章で述べた諸点一一セッ

トされているわけではない。しかし私たちのいう人びとの生産・労働一生活過程を基底Kおいて「生産

力と生産諸関係。矛盾」の立ちあらわれ方を可視的な実証可能レベルKおろして、私たちのいう経済機

構、社会機構をとおして、それが国民社会K連鎖する構造図として.それを地域社会Kおける社会構成

の変質を土台として、如何K展望できるかという形で構成せられている。乙のさい私たちは地域常民各

層が自らの主権tてもとづいてその社会を組織している自治体を基底的な枠Kおいた。 Aは市町村自治体

レベル、 Bは都道府県自治体レベル、その傘下Vては幾くつかのNodalRegionが構成されている。か

hるNodalRegionは県の境界を乙えている場合もある。しかし何よりも重要な乙とは.県自治体傘

下の市町村自治体単位でみた場合、そ乙V亡はCレベルでみた国家・国民社会の枠内での過疎一過密現象

の地方版があきらかK立ちあらわれているということであろう。すなわち、所謂県都における人口の著

しい形での集中、すなわち「過密」と傘下町村Kおける「過疎J¥'Lそれは端的Vてあらわれている。県都

はあきらかK地方拠点都市となっている。 Cレベルは国家レベルである炉、と hではBレベ、ルでみられ

た「過疎一過密」現象は、まさK都道府県単位で現K激しく進展し、その構造化がみられる。 ζ 乙Kみ

られるものは、国独資体制下V亡なける資本一賃労働関係の自・然生的な地域再編過程であるといわなけ

ればならない。

とζ ろで、乙』で私たちが住民各種の全生活の社会的再生産過程を土台Kしての地域社会分析の枠と

して設定したA、B、Cのレベルは少なくも社会的機関として特徴づけられるものであり.しかも社会

的協業体として特徴づけられるものである。乙の市町村自治体が組織した地域社会内Kおいては、住民

層の生業の場(職場)の家族協業体から資本主義協業体への質的転換が激しく進展しており、乙れら
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地域開発政策一一一産業政策、 同家 [J，l~~ 村会

産業諸組織と家族(世帯〉の存在形態が.少なくとも地域社会分析の主軸となる必要がある乙とはすで

K前述してきたところである。また各階梯別の教育機関、各種の生活拡充集団.何よりも労働組合組織

等が地域社会内K存在すでる。地域における階級構成.その存在形態は地域におづる「産業と交換の発展」

によョてたゆまず変化せしめられているわけであョて、か〉る事態を地域住民各曜の現実の生産・労働

一生活過程を土台として捉えなおそうというのが私たちの立場である。

終 章

さて、行政の縦割の幣はかねてより指摘されているが、そのことが産業基盤の変動を土台とした地域

社会変動の統体としての把握、その比較をきわめて困難Kしている乙とも事実である。たしかに全国総

合開発計画(1962年)から、定住圏構想、にいたる各種の地域開発計画Kおいては、総体としての社会

発展計画像が描かれているが、そ乙Kは一貫して次のような欠陥が存したことも事実である。すなわち、
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それは「全国総合開発計画」策定のさいK端的Kしめされていたが、まず全国一本で過去の「経済成長斗

のトレンドで計画年次までの経済成長率が確定せられ、それが都道府県Kおろされ.それがまた傘下の

自治体におろされるという型である。おそらくその段階でのわが国全市町村の「地域総合開発計画」を

たしあわせたとすると.それは夢Kもならないスットンキヨーな数字になっていたK違いない。乙』で

の一番の問題は、地域社会の主体的組織的変革の目標自体が地元からの発想、すなわち.地域産業・地

域住民各膚の金生活の社会的再生産過程を土台Kおいた.その意味での現実的な呂標ではなしvc.r上
から与えられた」ものとして存していたという乙とであろう。しかし、乙の段階での地域開発計画は.

地元に「夢」を与え‘それが地元の「経済成長率JVCはねかえり.何よりも総体としてのわが国社会の

資本主義的なキャパシティの増強は、一定の生活レベルでの受益感を、その生活様式の資本主義的再編

と共K地元住民に与えた乙とも事実であった。乙の段階で、わが国社会の構造はあきらかK資本主劃句

に変質せしめられた。そしてそ乙K地域住民各膚がもっ個性的な諸力能の開花への萌芽が「資本の偉大

なる文明化作用」として構造化した乙とも事実であった。けれども.現下におけるわが園地域社会の現

実の構造をみればあきらかなようκ「経済成長」はもはや夢すらも与ええぬ状況K立ちいたっている。

上から与えられた社会計画は、もはや数値をもって地域社会の発展像を示すものでは念しκ、「豊か

な郷土をつくろう Jr人間性が生きる地域社会を」等々のキャッチフレーズで、それが飾られるに至っ
ている。そして、乙 hで私たちが問題としたいのは、乙うした「上からの発想」ままた多くの地元市町

村の総合開発計画の中VCr社会計画」そのものとして生きているという乙とである。けれども賢明なる

自治体Vておいては、「地域愛とは何か」というような禅問答をくりかえす愚を避ける乙とを当然のこと

ながら熟知しているといわなければならない。個々の自治体として当面解決を要する「地域問題」は.

わが国社会が資本主義的K大きく不均等発展をとげている故、当然.個別的具体的に存するわけである

し、それは何よりも現実的に地域住民各層の全生活の社会的再生産過程の中K立ちあらわれた諸矛盾を

物質的・精神的K少なくともその正常といわれる形態の最低限は確保する方策として解決する乙とを現

K迫まられているといわなければならな ~'o 産業政策また福祉政策、さらVてまたその基底としての生活

政策、教育政策の重要性が美辞麗句ではなしに立ちあらわれざるを得ない乙とえなる。乙 >'VC現時の

「社会計画Jをめぐる階級的対抗関係が好むと好まざるとKか hわらず立ちあらわれているといわなけ

ればならない。

さらK、乙』で次VCふれなければならぬ乙とは、社会計画自体がまさK資本主義的K不均等発展する

地域社会の「地域問題」を土台としなければならぬのVC.乙うした土台を「社会計画」自体がかならず

しも有していないという乙とである。たとえば全国レベルでの「社会計画」は、それ自体都道府県レベ

ルでの「地域問題」を射程K収めなければならぬのにか hる点は十全になされてはいない。また都道府

県レベルでのそれは傘下自治体の「地域問題」にもとづく諸計画を包摂しているとはけョしてトえぬ状

況である。したがって、当然K自治省レベルでは地元自治体レベルKおりた「地域問題」と「社会計画」

の実相を十全K把握してはいない。 H国は地方自治のあり方に対してそ才iを画一的K指導する立場にあ

るわげではない。地方自治体の創意ある経営を振興・発展させる Hという立場K立って、模範例として

選択した幾つかの事例をメニューとして提供するという形での実態把握Kどどまっている。

乙』で次の点が問題となる。第ーは国策としての戦後の地域開発政策の展開過程の中VCr社会開発」
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「社会計画」を日本資本主義の発展階梯ごと K位置づけてみると、そ乙を貫ねいている本質は何かという

こと。乙れを正しく把握しなければならないという乙と。か hる点の私たちの立場からする分析は別稿

で行なうが結論を先どりするならば、ぞ乙であきらかなようK国策としても産業政策ー資本主義的再

編ーが実は基調であり.その結果もたらされる諸矛盾のケアーとして「社会開発」が位置づけられる

という乙とはいよいよあきらかである。

次K、それでは現実の問題として戦後のわが国の地域社会は如何なる不均等発展をとげており.そ乙

での「地域問題」はどのようK立ちあらわれているのかという問題.地域Uておける社会編成の型は具体

的Vてどう変質しているか、という問題の実相解明が不可欠K必要となる。地域住民生活を基底においた

場合Vても当然VCI社会計画」は地域産業政策の問題をまさK土台におく必要がある。何故なら.経済的
社会構成体の前進的移行の射程の中で、地域社会の問題を考えるさい、産業編成の資本主義的あり方の

漸次的変革の問題がまさVてその基底K存する乙とは、たんなる H論Hではなしに地域住民の全生活の社

会的再生産Kとョて変革すべき事実そのものの問題として存しているからである。

自治体Vておける地域の組織化は、市町村レベル、都道府県レベル、国レベルで階梯的K異なったもの

として把握されなければならないが、そのさい何よりも重要な乙とは、個々の市町村における現実の地

域住民各層が生活の事実そのものとしてかかえる「地域問題Jを、社会として組蜘杭解決しうる志向性

・構造を自治体自体が如何K有しているか、という問題であろう。その実相把握の積みあげの中で、都

道府県レベル、国レベルの地域諸政策が構成されているか.という問題であろう。か』る点の解明Kは、

乙乙で乙とわるまでもなく.地元自治体での住民各唾の現実の全生活の社会的再生産過程のレベル『てなり

てのインテンシブな社会調査研究が必要となる。

最後 V亡、現在、私たちは①現在活用しうる諸資料を用いて「地域階級構成表」をとえるレベルで

のわが園地域社会の不均等発展の実相を捉えるべく作業をすすめているとと。②また国一都道府県一市

町村自治体Kなける地域総合開発政策、とりわけ現時の「社会開発JI社会計画」政策の諸相の解明

を、市町村自治体レベルtてまでおりて蒐集した諸資料をもとKしてすすめている乙と。③北海道から

九州にいたる全国自治体の中から選定した地域(自治体)でのインテンシブな地域住民の生産・労働

ー生活過程を土台とした地域社会構造変動の諸相を捉える総合調査の諸結果をとりまとめる作業をす

すめているとと、を付記したい。

(剖 なな、本稿で前掲論文とよぶのは、布施鉄治「社会機構と諸個人の社会的労働一生活過程」

( r北海道大学教育学部紀要』第 26号、 1976年)をさす。御参照いただけれ♂幸甚である。
(布施鉄治)
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